Single-Parent Households and Housing by 上田 貴子
＜論 文＞
片親世帯と住居
――平成10年「住宅・土地統計調査」個票データから――
上 田 貴 子?
1. は じ め に
本稿では，平成10年（1998年）「住宅・土地
統計調査」の個票データを使用して，家族類型に
よる住宅状況の差異を分析することを目的として
いる。特に，近年の離婚の増加から，片親世帯の
住宅状況に着目して分析を行う。
近年の日本では少子高齢化や女性の社会進出，
結婚行動の変化を背景に，家族形態の多様化が進
展している。2000年「国勢調査」［3］による世
帯割合では，18歳未満の子と親からなる核家族
世帯のうち，母子世帯は9.1％，父子世帯も1.2
％を占めている。「全国母子世帯等調査」［4］に
よれば，1978年調査では母子世帯の半数が死別
によるものであったが，1998年調査では死別は
２割以下に減少している。また，離婚の増加等に
伴い，母子世帯数は同期間に２倍以上に増加，生
別（離別や未婚の母）の母子世帯の割合が増加し
ている。
片親世帯は増加しているとはいえ，世帯数では
全世帯の2％に満たない。このため，片親世帯の
状況調査のためには，片親世帯を対象としたアン
ケート調査を行うか，大規模な政府調査に頼ると
ころが大きい。前者では片親世帯に焦点をあてた
質問項目を準備できるが，夫婦世帯等との比較分
析に工夫が必要となる。後者は「片親世帯」にす
でに子が成人している世帯が含まれていたり，母
子世帯と父子世帯がまとめて「片親世帯」に分類
されている場合があり，再集計が必要となること
がある。
日本労働研究機構［6］は，1997年「就業構造
基本調査」・1998年「全国母子世帯等調査」の再
集計と母子世帯へのアンケート調査から，母子世
帯の経済問題の分析を行っている。これら調査か
ら，母子世帯の母の有業率は87％前後で，80％
近くは週35時間以上就業していると考えられる
が，アンケート調査では正社員はその半分以下と
報告している。世帯年収については，２人親世帯
では平均600万円を超える年収があるのに対し，
母子世帯では250万円弱，アンケート調査の中央
値では200万円と報告しており，厳しい経済状況
が伺える。また，親族と同居している母子世帯は
４分の１程度と報告されている。
住宅状況については，1998年「全国母子世帯
等調査」によれば，父子世帯では半数以上，死別
母子世帯では3分の2が持ち家であるのに対し，
生別母子世帯では持ち家率は17％であるが，先
述のアンケート調査ではさらに低く１割程度とな
っている。また，家計経済研究所［1］は，母子
世帯では生活費に占める住居費の割合が高くなっ
ていることを指摘している。
住宅需要分析モデルについては，数多くの分析
がなされている⑴。家計の住宅需要に関しては，
ライフサイクルや借り入れ制約，税制の影響に関
する分析が多くなされてきているが，家族類型の
影響はあまり考慮されていない⑵。本稿での目的
は，家族類型による居住状況の差異を実証的に明
らかにすることにある。「住宅・土地統計調査」
［5］では，住宅の所有形態に加えて，ひとりあた
りの住宅の広さから「居住水準」を表す指標も提
供されており，これらを含めた居住状況と家族形
態との関連に着目する。
第２節ではまず，データの説明と家族類型別の
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住宅状況を概観する。基本統計からは夫婦世帯・
父子世帯・母子世帯の順に世帯年収や居住水準が
低下することが特徴づけられている。第３節では，
回帰分析等による家族類型の住宅状況への影響の
推定結果を示している。推定結果からは，母子世
帯で賃貸を選択する可能性が高くなること，片親
世帯で最低居住水準以下の住宅である率が高くな
ることが示されている。世帯年収や持ち家・一戸
建てであるかどうかも有意に影響するため，片親
世帯ではさらに持ち家率や居住水準を下げること
が示唆されている。第４節は，まとめである。
2. デ ー タ
2.1. ?住宅・土地統計調査」
データは，1998年「住宅・土地統計調査」の
個票データを使用している。本調査は，指定統計
調査であり，全国平均約5.5分の1の調査区を抽
出し，そのうち15万7千単位区内のすべての住
宅及びその他の建物を調査対象としている。分析
では，10％リサンプリング抽出個票データを使
用している。本稿は，家族類型と住宅状況の関連
に着目しているため，住み込み人や寄宿舎など住
宅以外の建物に居住する単身者，学生が世帯主で
ある世帯などは対象サンプルから除いている。
2.2. 家族類型別住宅状況
家族類型は以下のように分類を行った。
［夫婦世帯］ 年齢が20－64歳の夫婦を含む世帯。
子や親との同居も含む。
［父子世帯］ 20－64歳の男親と少なくとも1人
の18歳未満の世帯員を含む世帯。
［母子世帯］ 20－64歳の女親と少なくとも1人
の18歳未満の世帯員を含む世帯。
［単身世帯］ 20－64歳の1人世帯で単身赴任者
のいない世帯。
［高齢者世帯］ 以上に該当せず，65歳以上の世
帯員を含む世帯。
父子・母子家庭であっても3世代同居等の場合
は片親世帯に含まれていない。また，高齢者の単
身世帯は女性の割合が高くなるため，世帯主（家
計を主に支える者）の性別により高齢者世帯を分
類した。
表１は，家族類型別の世帯割合を示したもので
ある⑶。母子世帯が約1.2％，父子世帯は約0.2
％となっている。父子世帯は母子世帯に比べて割
合が小さい。離死別の際に子供は母親や祖父母等
の親族に引き取られたり，男性の方が再婚が多い
ためではないかと考えられる。
表２は，地域別の片親世帯の割合をまとめたも
のである。父子世帯割合にはあまり地域差は見ら
れない。母子世帯割合は地域により多少の変動が
あり，東北・北海道や九州・沖縄で多少多くなっ
ているようである。
表３は住宅の主な特徴をまとめたものである。
全体では約6割が持ち家で，高齢者世帯では8割
以上が持ち家である。一方，父子世帯は約半数，
母子世帯は4世帯に1世帯しか持ち家ではない。
一戸建てについてもほぼ同様の傾向にある。
その他，住宅の水準を表す指標として，最低居
住水準以下の割合，誘導居住水準以下の割合，住
宅の広さ，築年数，トイレまたは台所の設備共用
率，住宅に面する道路の幅員（階級の中央値で計
算），賃貸の場合の家賃，バリアフリー対応率を
表にまとめている。「居住水準」は，ここでは世
帯人員別住宅規模による水準⑷であり，全ての世
帯が満たすべき「最低居住水準」と半数の世帯が
満たすべき「誘導居住水準」を満たしているかど
うかがデータとして提供されている。「バリアフ
リー」は高齢者のための設備があるかどうかで，
内容としては手すり・浴槽の高さ・車いすで通れ
る廊下・屋内の段差・玄関から道路までの段差が
調査されており，少なくともひとつを満たす住宅
をバリアフリー対応住宅としている。
最低居住水準を満たしていない世帯は全体では
約5％だが，父子世帯で16.9％，母子世帯で
19.5％となっており，片親世帯では狭い住宅が
多いことがわかる。誘導居住水準については全体
では約半数が満たしているが，父子世帯では3世
帯に2世帯，母子世帯では4世帯に3世帯近くが
満たしていない。住宅の平均延べ床面積で比べて
みても，夫婦世帯では100平方メートルを超えて
いるが，父子世帯でその4分の3の広さ，母子世
帯で6割弱である。平均居住室畳数⑸でも同様の
傾向にある。また片親世帯では世帯員数が少ない
ことも考えられるため，ひとりあたりの居住室畳
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数も示している。夫婦世帯と父子世帯でほぼ同様
の広さとなっているが，母子世帯では若干狭くな
っている。トイレや台所の設備共用率は単身で高
く，父子世帯でなし，夫婦世帯では0.05％であ
る一方，母子世帯と高齢者世帯では0.4％前後と
なっている。築年数⑹や道路幅員ではあまり差異
がないようである。
賃貸住宅の場合は，地域により家賃水準が異な
ると考えられるが，サンプルでは地域間での家族
類型の割合に大きな差異がないことから，全国平
均で比較を試みた⑺。平均家賃は，夫婦世帯で約
5万7,000円，父子世帯では4万8,000円，母子
世帯では4万4,000円となっている。世帯人員と
の関係もあるだろうが，後掲のように父子世帯と
母子世帯の平均世帯人員に差はないので，母子世
帯は父子世帯よりも質の低い住宅を選択している
可能性がある。
バリアフリーについては，高齢者世帯では半数
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表１ 世帯の割合
表２ 地域別片親世帯の割合
表３ 住宅の属性
以上が少なくともひとつの条件を満たしている。
夫婦世帯でも半数近くがバリアフリーにあてはま
り，高齢者との同居世帯が含まれている影響も考
えられる。父子世帯では3世帯のうち2世帯，母
子世帯は4世帯のうち3世帯がバリアフリーでは
ない，つまり，浴槽が高く屋内に段差があるなど，
幼い子供にとっても住みづらい住居に暮らしてい
ることになる。
全体として，夫婦世帯・父子世帯・母子世帯の
順に住宅事情は厳しくなっているように見受けら
れる。父子世帯では，平均のひとりあたり居住室
の広さは夫婦世帯に遜色はないものの，最低居住
水準や誘導居住水準を満たさない世帯の割合は夫
婦世帯より高くなる。母子世帯は狭い賃貸住宅で
家賃も安めの住宅に居住している様子が伺える。
2.3. 家族類型別世帯属性
次に家族類型別の世帯の特徴を概観する。表４
は，家族類型別の世帯の状況をまとめたものであ
る。世帯員数から，父子世帯・母子世帯ともに子
供の平均人数は1.8人となっている。世帯主の平
均年齢は夫婦世帯で46.9歳，父子世帯で若干若
く44.4歳に対し，母子世帯では39.2歳とさらに
若くなっている。世帯主が有職の場合の平均通勤
時間（片道）は夫婦世帯で32.2分，父子世帯で
はそれよりも短く27.3分，母子世帯ではさらに
短く21.5分である。
世帯主の就業状況については，夫婦世帯・父子
世帯・母子世帯の順に，常用雇用・自営業の割合
ともに低くなり，臨時・日雇いや無職の割合が高
くなる。特に母子世帯でこの傾向が顕著である。
世帯年収は収入階級での調査のため，中間値⑻か
ら平均値を算出した。その結果，夫婦世帯の709
万円に対し，父子世帯496万円，母子世帯は271
万円の低所得となっている。階級分布も割合で示
しているが，夫婦世帯の半数近くが500-1000万
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表４ 世帯の属性
円の範囲に含まれるのに対し，父子世帯はばらつ
きが大きく，３世帯に１世帯が同範囲に含まれる
が４世帯に１世帯は300万円未満となっている。
一方，母子世帯では200万円未満が半数近く，ほ
ぼ４世帯に３世帯が300万円未満となっている。
母子家庭の3世帯に2世帯は常用雇用であるが，
パートタイムなどの非正規雇用が多く含まれると
察せられる。
最後に，子供の年齢の指標として，長子の年齢
分布⑼を示している。夫婦世帯では，長子が12―
17歳（中高生）または6―11歳（小学生）であ
る世帯がそれぞれ15～16％，4世帯に1世帯が
学齢期前の乳幼児となっている。一方，父子世帯
では長子が中高生の場合が約７割で，学齢期前の
乳幼児は8％に過ぎない。父子家庭は母子家庭よ
りも子供の年齢が高く，子供が幼い場合，妻が引
き取るか，死別であっても子の祖父母など親族等
がひきとったり同居したりすることが多いと推察
される。高齢者世帯でもわずかであるが子供がい
ることがあるが，祖父母と単身の子とその孫の世
帯等が含まれているためであろう。
3. 住宅状況の決定要因と家族類型
本研究では，回帰モデルまたはロジット・モデ
ルにより推定を行い⑽，家族類型の持ち家率や住
宅の質への影響を明らかにする。まず，共通する
説明変数を説明し，次いで個別のモデルの推定結
果を示す。推定は，持ち家選択，居住水準，家賃，
通勤時間について行っている。
3.1. 説 明 変 数
まず，世帯属性として，世帯年収階級の中間値
の対数値，世帯員数，単身赴任ダミー変数，2世
帯同居ダミー変数，持ち家ダミー変数・一戸建て
ダミー変数，家賃，居住室の畳数を用いている。
単身赴任ダミーは，１人以上の有配偶者が単身赴
任中である世帯を示している。
世帯の属性としては，18歳未満の子供がいな
いケースを基準に，長子の年齢階級により，3歳
以下，4―5歳，小学生（6―11歳），中高生（12
―17歳）の各ダミー変数?を用いた。また，世帯
主の属性として，年齢と，常用雇用を基準とした
職業ダミー変数を用いた。住宅事情は地域により
差異が大きいと考えられるため，大都市圏以外を
基準とした３大都市圏ダミー変数と，関東を基準
とした６地域ダミー変数を用いた。
家族類型の影響については，全サンプルの推定
で，夫婦世帯を基準としてその他の世帯をダミー
変数として導入したほか，家族類型別の推定も行
っている。高齢男性（女性）世帯主世帯は65歳
未満の夫婦がおらず，65歳以上の世帯員がいて
世帯主が男性（女性）の世帯である。
3.2. 持ち家の決定要因分析
ここではまず，持ち家か賃貸住宅かの選択に，
家族形態がどのように影響しているか，ロジッ
ト・モデルにより分析を行った。持ち家を基準
（選択肢＝0）として，賃貸（選択肢＝1）選択の
場合の推定となっている。
表５は，対象全サンプルと，世帯主が有職の世
帯，父子世帯，母子世帯の各サブサンプルの推定
結果である。負の係数では持ち家を，正の係数で
は賃貸を選ぶ確率が高くなる。
全サンプルと世帯主が有職の世帯?ではほぼ同
様の結果となっている。まず，世帯属性としては，
世帯年収が高い世帯，世帯員数の多い世帯，単身
赴任者のいる世帯や２世帯同居世帯の係数は有意
に負となっており，持ち家の傾向にある。子供に
関しては，子供がいない（子供が大学生・社会人
として別居している）世帯より子供のいる世帯で
有意に負であるが，子供の年齢が上がるほど推定
係数の絶対値が小さくなる，つまり，子供の年齢
の上昇につれて持ち家を取得していることが判る。
また，年齢の係数は負になっており，若い世代ほ
ど賃貸の傾向があることになり，一般に，ライフ
サイクルに従って持ち家率が高くなる傾向が示さ
れている。世帯主の職業では，常用雇用者に比べ
自営業は持ち家の傾向にある。無職でも持ち家の
傾向にあるのは，高齢者では持ち家の世帯ほど退
職選択をしているためではないか。臨時・日雇い
では賃貸の傾向にある。地域では，推定係数から
賃貸の傾向の高い順に，九州・沖縄，東北・北海
道，中国・四国，関東，北陸・東海，近畿となる。
ただし，３大都市圏はその他の地域よりも賃貸の
傾向が強く，京浜葉，京阪神，中京の順に推定係
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数が大きい。九州・沖縄，東北・北海道，中国・
四国では都市部が区別されていないため，賃貸の
傾向が高く出るような結果になっている可能性が
ある。
家族類型の影響としては，持ち家の傾向の高い
順に，男性世帯主の高齢者世帯，女性世帯主の高
齢者世帯，父子世帯，（現役）夫婦世帯，単身女
性世帯，母子世帯，単身男性世帯の順となってい
る。片親世帯や高齢者世帯では，男性よりも女性
が世帯主の世帯で持ち家傾向が低くなる結果にな
っている。
家族類型の影響については，「世帯年収を含む
その他の要因が同じである時の影響」であること
に留意する必要があろう。言い換えれば，世帯年
収が同じであっても，母子世帯は父子世帯や夫婦
世帯よりも，さらに単身女性世帯よりも持ち家率
が低くなっている。
世帯年収の格差の影響については，表４から平
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表５ 賃貸と持ち家選択（ロジット・モデル)
均年間世帯年収が母子世帯で271.5万円，父子世
帯で496.3万円，夫婦世帯で709.4万円であるこ
とを考慮すると，表５から世帯年収の対数値に対
する推定係数が-0.911であるので，平均世帯年
収格差として父子世帯であれば0.357，母子世帯
であれば0.603を考慮する必要がある。この格差
を考慮すると，父子世帯では-0.064から0.293
へ，母子世帯では0.433から1.036まで家族類型
ダミー変数の係数が高まることになる。
片親世帯では他の世帯と決定要因の影響が異な
ってはいないだろうか。父子世帯・母子世帯の各
サブサンプルによる推定では，有意でない推定値
が多くなっている。居住地域ダミーはほとんど有
意ではなく，父子世帯では子供の年齢が有意でな
くなっている。一方，特に父子世帯で，世帯年収
の影響が大きく推定されている。
3.3. 居住水準の決定要因分析
表６では居住水準が基準以下となる要因をロジ
ット・モデルで推定した結果と，一般的な居住レ
ベルとして延べ床面積と築年数を被説明変数とし
た回帰モデルの推定結果を示している?。居住水
準に関しては，水準以上を基準（選択肢＝0）と
して水準以下の場合（選択肢＝1）を推定してい
る。つまり，係数が正であれば居住水準以下であ
る確率を高め，負であれば低くするような影響が
ある。居住水準は世帯人員による住宅規模を示す
ものである。
［最低居住水準］
最低居住水準を満たさない住宅は，全体のほぼ
5％となっている。最低居住水準に対する家族類
型の影響については，最低居住水準を満たす確率
を高める順に，男性世帯主の高齢者世帯，夫婦世
帯，女性世帯主の高齢者世帯，単身女性，母子世
帯，単身男性，父子世帯の順となっている。他の
条件が同じなら，単身や片親世帯では女性の方が
男性よりも最低居住水準を満たすようになるが，
世帯年収は平均的には女性の方が低いことに留意
が必要であろう。高齢者世帯では，年収など他の
条件が同じでも，高齢女性世帯主世帯は男性世帯
主世帯よりも最低居住水準を満たす確率が低くな
っている。
その他の影響として，世帯年収が高い，持ち家，
一戸建て，子供がいないか子供の年齢が高いと最
低居住水準を満たす確率が高くなる。一方，年齢
の影響が正であり，最低居住水準を満たさない狭
い住宅では高齢者の居住比率が高くなっていると
考えられる。持ち家を確保している高齢者とそう
でない高齢者の格差が大きくなっているのではな
いかと推察される。
世帯主の就業状況としては，水準を満たす順に，
自営業，無職（主として高齢者），常用雇用，臨
時・日雇いとなっている。地域的には東北・北海
道，北陸・東海，中国・四国，関東，九州・沖縄，
近畿の順となる。３大都市圏では，京浜葉，京阪
神，中京の順である。これらは，持ち家の場合の
分析と類似の結果となっている。
［誘導居住水準］
誘導居住水準を満たす住宅と満たさない住宅は
全体でほぼ半々となっている。家族類型の影響に
ついては，水準を高める順に，単身女性，男性世
帯主の高齢者世帯，夫婦世帯，母子世帯，女性世
帯主の高齢者世帯，単身男性，父子世帯の順とな
り，最低居住水準とはかなり異なる順序になって
いる。他の要因が同じなら，父子世帯は母子世帯
よりも低い居住水準に甘んじており，最低居住水
準で独身男性なみ，誘導居住水準では独身男性よ
りも悪い。一方，母子世帯は単身女性に及ばない。
女性世帯主の高齢者世帯では最低居住水準は現役
夫婦世帯なみであるが，誘導居住水準では相対的
に水準を満たす率が低くなる。また，年齢の影響
が最低居住水準と誘導居住水準で異なっているこ
とから，高齢になるほど居住水準の格差が大きく
なっていることが伺われる。
その他の要因については最低居住水準と類似の
結果となっているが，相違点として，中高生のい
る世帯が子供のいない世帯よりも居住水準が高く
なること，地域の順番や有意性が若干異なること
が挙げられる。
［延べ床面積と築年数］
その他の一般的な居住状況を示す指標として，
広さを示す変数として延べ床面積，質を示す変数
として築年数?の推定結果を表６に合わせて示し
ている。家族類型の影響については，延べ床面積
では，母子世帯は夫婦世帯よりも広く，父子世帯
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では影響は有意ではない。築年数では，古い順に，
父子世帯，母子世帯，夫婦世帯となっている。そ
の他の要因は，おおむね居住水準に関する推定と
同様の結果であるが，住宅面積については大都市
圏で相当狭くなっていることが特徴的である。世
帯主の就業状況について，自営業では住宅は広い
が築年数は古く，臨時・日雇いでも影響は小さい
が同様の傾向にある。年齢が高い場合も同様であ
る。
［家族類型別の推定］
表７は，最低居住水準の家族類型別推定結果で
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表６ 居住水準の決定要因
ある。父子世帯ではサンプル数が少ないこともあ
り，子供の年齢や地域等，有意になっていない推
定係数が多い。家族類型により符号が異なる要因
として，臨時・日雇が夫婦や単身世帯で正となっ
ているのに対し，母子世帯では有意でないが負，
父子世帯で有意に負となっている。つまり，片親
世帯では（収入その他の条件が同じなら）常用雇
用の方が臨時・日雇いよりも最低居住水準を満た
さない確率が高いことになり，常用雇用に非正規
雇用が多く含まれるなど労働条件に問題がある可
能性が考えられる。また，大都市圏は夫婦や単身
世帯ですべて正に有意だが，片親世帯では中京の
み負の符号となっている。
表８は，誘導居住水準の家族類型別推定結果で
ある。家族類型による差異としては，年齢の影響
は片親世帯では有意でないこと，３大都市圏は夫
婦・単身世帯では正に有意であるが片親世帯では
有意ではないか符号が負のものが見受けられるこ
と，また地域差は片親世帯ではあまり有意でない
ことが挙げられる。就業状況については，夫婦世
帯では無職と自営業が常用雇用よりも誘導居住水
準を満たす確率を高めるが，単身では自営，常用
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表７ 家族類型別 最低居住水準（ロジット・モデル)
雇用，無職の順，父子世帯では自営，常用雇用，
無職，臨時・日雇の順，母子世帯では自営，臨
時・日雇，無職，常用雇用の順となっている。
3.4. 賃貸住宅の家賃分析
賃貸住宅の場合，表３から片親世帯はより家賃
の安い住宅に居住していることが示されているが，
家賃の選択要因に関して他の世帯との違いはある
のだろうか。表９は，有職の賃貸住宅の世帯につ
いて，家賃の決定要因を家族類型別に回帰モデル
により推定した結果である。家賃には管理費・共
益費を含んでいる。家賃は住宅属性によって異な
ると考えられるため，延べ床面積?・築年数・ト
イレまたは台所設備共用ダミー・一戸建てダミ
ー・道路の幅員を説明変数に加えている。
家族類型の影響としては，母子世帯が有意に正
の，単身男性世帯で有意に負の影響がある。母子
世帯では推定に用いた住宅の属性以外の好条件
（従って家賃が高くなる）の賃貸住宅，例えば環
境や駅からの距離などの条件の良い住宅を子供の
ために選んでいるのではないか（単身男性はこの
逆であると考えられる）。母子世帯は平均年収が
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表８ 家族類型別 誘導居住水準（ロジット・モデル)
低く，家賃に余分に出費している分，生活が苦し
くなっている可能性がある。母子世帯のサブサン
プルの推定では，世帯年収の推定係数が他の世帯
よりも大きく推定されており，年収が高くなれば，
他の世帯よりも多く住居費に支出していると考え
られる。
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表９ 家族類型別家賃選択（賃貸・有職世帯のみ)
住宅の属性としては，築浅・バストイレ設備が
専用・一戸建て・接する道路の幅員が広い方が家
賃が高くなる。単身世帯のみ一戸建ての係数が負
になっているのは，単身で一戸建てを借りる場合，
条件が悪く家賃が安い場合が多いのだろうか。世
帯属性としては，年収が高い・世帯員数が少な
い・常用雇用でない（特に自営）・３大都市圏で
あると家賃が高くなっている。子供の年齢や地域
差については有意でないものが多い。通勤時間は
通常の予想に反して正の係数となっている。理由
としては，３大都市圏以外の地方都市が区別され
ていないため，都市部で通勤時間の長い大都市ほ
ど家賃が高くなっていることを反映している可能
性が考えられる。
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表10 通勤時間（有職世帯のみ)
3.5. 通勤時間の分析
住宅選択時には通勤時間も合わせて考慮される
と考えられる。特に片親世帯では，親が働きなが
ら子供の養育を行っているため，夫婦世帯よりも
短い通勤時間を望むことが考えられる。
表10は有職世帯の世帯主の通勤時間の決定要
因を回帰分析により推定を行った結果である?。
全世帯に加えて，持ち家の世帯と賃貸住宅の世帯
に分けて推定した結果をまとめている。
家族類型の影響については，夫婦世帯が最も通
勤時間が長く，母子世帯で最も短い。母子世帯が
最も職住接近の形になっているようである。
住宅の形態としては，一戸建て・持ち家の方が
通勤時間が長くなっている。学齢期の子供がいる
世帯で1～2分長く，自営業者は雇用者よりも20
分以上短い。予想に反し，年収が高い・家賃が高
い・狭い・世帯員数が少ない方が通勤時間が長く
なっているが，これは３大都市圏以外の都市部の
状況を反映しているためではないか。なお，京浜
葉大都市圏で約19分，京阪神大都市圏で約15分，
中京大都市圏で約6分，関東一般地域よりも通勤
時間が長く推定されている。推定値による地域差
は±3分以内である。
表には示していないが，家族類型別の推定では，
片親世帯に関しては自営業や大都市圏ダミー以外，
有意にならない係数が多い。ただし，母子世帯で
は学齢期前の子供がいる場合は中高生の子供がい
る場合に比べて通勤時間が3分弱短くなっている
（10％水準で有意）。
3.6. 推定結果による考察
モデルの推定結果から，世帯収入・父子世帯ダ
ミー・母子世帯ダミーの影響の有意性検定結果を，
表11にまとめた。世帯収入に関しては，収入の
高い世帯ほど，広い・新しい・持ち家など一般に
望ましいと考えられる住宅に居住する傾向にある
ことがわかる。夫婦世帯に比べ父子世帯では収入
の低い世帯の割合が高く，また母子世帯では全般
に収入の低い世帯が多いことから，住宅の水準が
低くなる傾向にあると考えられる。
加えて，収入などの条件が同じであっても，片
親世帯であること自体からさらに居住条件が悪化
する結果になっている。父子世帯では，持ち家選
択・延べ床面積・賃貸住宅の場合の家賃について
は推定結果は有意ではないが，居住水準や築年数
に関しては有意な結果となっていることから，夫
婦世帯に劣らない住宅に暮らしている世帯と，そ
うでない世帯の格差が大きくなっているのではな
いかと考えられる。
母子世帯では，収入その他の条件が同じでも，
賃貸住宅の選択確率が高くなる。理由のひとつと
して，住宅ローンなどの借り入れ制約が考えられ
る。年収が低いことと，非正規雇用や正規雇用で
あっても勤務先でのローンが提供されないなどの
理由が考えられる。また，父子世帯よりも幼い子
供を抱えて，将来の生活生計や教育費への不安な
どが強いのではないだろうか。通勤時間が有意に
短くなっていることからも，持ち家居住によって
通勤時間が長くなる可能性があることも障害にな
っているのかもしれない。
片親世帯では，居住水準以下の住居である確率
も高くなるが，持ち家率が低いこともその理由の
ひとつであろう。住居の築年数も有意に長くなっ
ている。その一方で，母子世帯は，収入等の条件
が同じなら，夫婦世帯より延べ床面積の広い家，
家賃の高い賃貸住宅を選ぶ傾向にもあり，より良
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表11 世帯収入と片親世帯の影響
質な住宅を求めようとしている。しかしながら，
現実には低収入に加えて持ち家率も低く，記述統
計で見たように相対的に狭い住宅に居住する結果
になっている。
家族類型別の推定により，片親世帯特有の要因
が浮かび上がってくる可能性を考慮していたが，
大部分の説明変数で際立った差異は見受けられな
かった。ただし，賃貸・持ち家選択では父子世帯
で，賃貸住宅の家賃に関しては母子世帯で，世帯
収入に対する係数の推定値が大きくなっている。
つまり，父子世帯では持ち家を取得できるか，母
子世帯であればより家賃の高い（条件のよい）賃
貸住宅に住めるかどうか，収入が大きく影響して
くることになる。また，片親世帯では臨時・日雇
いよりも常用雇用の居住水準が低くなるという推
定結果になっており，常用雇用といっても必ずし
も労働条件が良くない職に就いているのではない
かと推察される。
4. 終 わ り に
本稿では，個票データを用いて片親世帯の住宅
状況の分析を行ってきた。本稿の分析結果から以
下のような特徴が浮かび上がってきた。
第１に，記述統計から，夫婦世帯，父子世帯，
母子世帯の順に，世帯年収とともに持ち家率や居
住水準が低下している。モデル推定結果から，収
入が低いと，持ち家率や居住水準が低下する確率
が高くなることが示された。加えて，推定で説明
変数にとりあげた収入等の条件が同等であっても，
片親世帯であることが持ち家率や最低居住水準に
満たない狭い住宅に居住する確率を高めている。
第２に，上述のような状況にありながらも，母
子世帯では通勤時間の短い住居を選ぶ（あるいは
住居から近い職を選ぶ），限られた収入から他の
世帯よりも家賃にまわす金額が高いなどの努力が
行われていることが示唆されている。賃貸住居に
住む母子世帯では，収入から家賃への影響が相対
的に大きく，収入が十分であれば質の良い住宅を
選択する可能性がある。収入や持ち家格差がなけ
れば，母子世帯であるために広さや誘導居住水準
が有意に異なることはない。
第３に，一般的な要因として，子供が大きくな
りさらに高齢になるにつれて持ち家が増加すると
いうライフサイクル的パターンが記述統計・モデ
ル推定の両方から確認されている。持ち家率が高
まるにつれて，居住水準も一般に上昇する。また，
推定結果から，大都市圏ではその他の地域に比べ
て持ち家率や居住水準が下がるなど住宅状況は依
然厳しい。就業形態としては，雇用者よりも自営
業主の方が持ち家率や居住水準が高くなることが
示されている。
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［注］
⑴ Smith, Rosen, and Fallis ［8］が広範なサーベイ
を行っている。日本での分析については，瀬古［2］
などがある。
⑵ 世帯属性を含む分析として，例えば，Ionnides and
 
Rosenthal ［8］が世帯主の性別・人種・配偶状況・
世帯員数は説明変数に加えているが，家族類型につい
ては考えられていない。また，サンプル数が3,569世
帯と，様々な家族類型を含むには小規模なデータとな
っている。
⑶ 抽出倍率を用いた結果を示しているが，抽出倍率を
用いた場合と用いない場合で顕著な差は観察されなか
った。
⑷ 本調査では，調査内容から最低居住水準と誘導居住
水準に該当するかどうか算出している。同水準は，
「国民が安定したゆとりある住生活を営むことができ
る」よう建設省が住宅建設5ヵ年計画で定めている目
標であり，「最低居住水準」は「健康で文化的な住生
活の基礎として必要不可欠ですべての世帯が確保すべ
き水準」，「誘導居住水準」は「2000年を目途に全国
で半数の世帯が確保すべき水準」としている。本調査
は４基準のうち，世帯人員別住宅規模を用いて算出し
ている。
⑸ 広さが３畳以上のダイニング・キッチンの居住室に
含まれる。玄関・バストイレ・廊下などは含まれない。
⑹ 築年数は1985年以前については，5―10年の幅を
持った階級値であり，その場合は中間値を適用した。
また，「終戦時～昭和25年」は築50年，「終戦前」は
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築53年と仮定した。
⑺ ここでの家賃には管理費・共益費を含んだものを示
している。
⑻ ただし，200万円未満は150万円，2000万円以上は
2250万円と仮定した。階級の分布については，母子
世帯で高収入の世帯が少ないことから，2000万円以
上と1500-2000万円の階級を統一した。
⑼ 18歳未満の子供がいる場合について，長子の年齢
をとっている。
⑽ 推定は「ミクロ統計データ研究会」の指定により
SASで行っている。ロジット・モデルではCAT-
MOD Procedureにより，推定係数の有意性の検定が
Wald統計量のχ二乗検定により行われており，こ
の検定方法に従って推定結果を表示している。
? 個票データでは子供の年齢が階級区分でのみ提供さ
れているため，このような形となった。
? 世帯主が無職の世帯は高齢者世帯が多くなっている。
? その他に，居住畳数，ひとりあたり居住畳数，建坪，
敷地に対する述べ床面積の割合を被説明変数とする推
定を行なっているが，おおむね同様の結果であった。
? その他に，居住室畳数・ひとりあたり居住室畳数・
居住室数なども考慮したが，おおむね同様の結果であ
った。
? 延べ床面積に代えて，畳数や部屋数でも推定を試み
たが，おおむね同様の結果であった。
? 分析モデルとしては，賃貸か持ち家か，賃貸なら家
賃はいくらならいいのか，通勤時間はいくらならいい
のか，全て同時決定モデルとして考えるべきであろう。
しかしながら，ここでは家族類型別の住宅状況に焦点
を絞っており，同時決定モデルの導入は今後の課題と
して残されている。
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